
資料６ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未移行幼稚園に係る（みなし）確認・ 

給付の手続きについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼稚園・高校企画推進担当 



尼 教 幼 高 第   号 

令 和 元 年 7 月 3 日 

各施設長 様 

尼崎市教育委員会事務局 

幼稚園・高校企画推進担当課長 

 

特定子ども・子育て支援施設等確認申請書の提出について（依頼） 

 

平素より本市教育・保育行政にご協力いただきありがとうございます。 

さて、令和元年 10月より開始される幼児教育・保育の無償化に伴う施設等利用費の支給

にあたり、子ども・子育て支援法第 58条の２の規定に基づき、各市町村において、各事業

者が給付対象となること、対象施設等に求める基準（①対象施設等が満たすべき教育・保育

等の質、 対象施設等の運営）を満たしていることの確認が求められております。 

なお、子ども・子育て支援法附則第３条に則り、既存の認可幼稚園においては、当該確認

を行ったとみなされると規定されております。 

つきましては、同法附則の規定に基づき、各施設から確認の申請書を提出していただく必

要がありますため、お手数ではございますが、次の通り必要書類を提出いただきますようお

願いします。 

 

１ 提出書類 

（1） 特定子ども・子育て支援施設等確認申請書 

（2） 誓約書 

（3） 定款、寄附行為等及びその登記事項証明書等 

（4） 役員の氏名、生年月日及び住所の一覧 

 

２ 提出期日 

令和元年 7月 26 日（金） 

 

３ 提出先 

  尼崎市教育・障害福祉センター３階 幼稚園・高校企画推進担当 

 

４ 添付書類（添付書類は各施設にメールでも配布します。） 

（1） 特定子ども・子育て支援施設等確認申請書 

（2） 誓約書 

 

以 上 

担当：高山 

TEL：06－4950－5665 



【関係法令】 

 

子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65号）（抄） 

第三十条の十一 市町村は、施設等利用給付認定子どもが、施設等利用給（新設）付認定

の有効期間内において、市町村長が施設等利用費の支給に係る施設又は事業として確認

する子ども・子育て支援施設等（以下「特定子ども・子育て支援施設等」という。）か

ら当該確認に係る教育・保育その他の子ども・子育て支援（次の各号に掲げる子ども・

子育て支援施設等の区分に応じ、当該各号に定める小学校就学前子どもに該当する施設

等利用給付認定子どもが受けるものに限る。以下「特定子ども・子育て支援」とい

う。）を受けたときは、内閣府令で定めるところにより、当該施設等利用給付認定子ど

もに係る施設等利用給付認定保護者に対し、当該特定子ども・子育て支援に要した費用

（食事の提供に要する費用その他の日常生活に要する費用のうち内閣府令で定める費用

を除く。）について、施設等利用費を支給する。 

 

（特定子ども・子育て支援施設等の確認） 

第五十八条の二 第三十条の十一第一項の確認は、内閣府令で定めるところにより、子ど

も・子育て支援施設等である施設の設置者又は事業を行う者の申請により、市町村長が

行う。

子ども・子育て支援法の一部を改正する法律（令和元年法律第７号）（抄） 

附則 

（特定子ども・子育て支援施設等に関する経過措置） 

第三条 この法律の施行の際現に存する新法第七条第十項第二号に規定する幼稚園又は同

項第三号に規定する特別支援学校については、施行日に、新法第三十条の十一第一項の

確認があったものとみなす。ただし、当該幼稚園又は特別支援学校の設置者が施行日の

前日までに、内閣府令で定めるところにより、別段の申出をしたときは、この限りでな

い 



　　年　　月　　日

尼崎市長　宛

印

１．申請者に関する事項

〒　　　－　　　　

※　設置者又は経営者が株式会社、各種法人、任意団体の場合は、社名、法人名、団体名を記入してください。

２．施設・事業に関する事項

（添付書類）
１　定款、寄附行為等及びその登記事項証明書等
２　役員の氏名、生年月日及び住所の一覧
３　法第５８条の１０第２項に規定する申請をすることができない者に該当しないことを誓約する書面

事業開始（予定）
年月日

法 人 名申 請 者

職名

　令和元年１０月１日

設 置 者 ・
事 業 者 の
主 た る
事 務 所 の
所 在 地

施 設 区 分

TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

代 表 者

特定子ども・子育て支援施設等確認申請書

　子ども・子育て支援法第３０条の１１の規定による確認を受けたいので、同法第５８条の２に基づき
以下のとおり関係書類を添えて申請します。

設 置 者 ・
事業者名※

設置主体

所在地

代表者氏名

学校法人

幼稚園

住所
生年
月日

昭和
平成 　　年　　月　　日

フリガナ

氏名



 

 

 
令和  年  月  日 

尼崎市長      あて 
（設置者） 

住所 
 
氏名           印 

（施設長） 
住所 
 
氏名           印 
 

誓約書 

 
下記の事項について誓約します。 

なお、尼崎市長がこの誓約書の写し等を所轄の警察署長（以下「警察署長」という。）に提供

すること、尼崎市長が警察署長に下記３、４及び６に関して意見照会すること並びに警察署長か

ら得た情報について、子ども・子育て支援法第７条第１０項第２号の業務以外の業務において暴

力団等を排除するために利用し、又は他の実施機関（尼崎市個人情報保護条例（平成１６年尼崎

市条例第４８号）第２条第１号に規定する実施機関をいう。）に提供することについて同意しま

す。 

記 

 

１ 子ども・子育て支援法第５８条の１０第２項に規定する申請をすることができない者に該当

しないこと。 

２ 子ども・子育て支援法施行規則第１条の２に定める基準を遵守すること。 

３ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に

規定する暴力団員及び尼崎市暴力団排除条例（平成２５年尼崎市条例第１３号）第２条第４号

に規定する暴力団密接関係者（以下「暴力団員等」という。）に該当しないこと。 

４ 市長から役員等の氏名その他の上記３に掲げる事項を確認するために必要な情報の提供を求

められたときは、速やかに、当該情報を市長に提供すること。 

５ 暴力団員等から当該保育所等に対する権利行使の妨害その他の不当な要求を受けたときは、

直ちに、その旨を市長に報告し、及び警察に届出て、捜査に必要な協力を行うこと。 

６ 施設の運営について、暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団及び暴力団員等の支配を

受けてはならないこと。 

７ 当該施設の設置者及びその長が暴力団員等に該当するに至ったことにより、尼崎市がその認

可の取消しその他の措置を行っても、一切異議を申し立てないこと。 

 



幼児教育・保育の無償化に関する
都道府県等説明会（R1.5.30）資料（抄）

（特定子ども・子育て支援施設等の確認関係）













　1日  10日  末日

月初日時点の 請求書提出期限 支払い日
児童数確定

施設等利用費の支給について 

 

令和元年７月 

幼稚園・高校企画推進担当 

 

１ 施設等利用費について 

  令和元年 10 月からの幼児教育・保育の無償化に伴い、新制度に移行していない幼稚園の利用者にお

いて、保育料（入園料含む）が 1人あたり月額 2万 5,700 円まで無償となります。 

当該無償となる保育料については、施設等利用費を対象施設への法定代理受領として支給します（保

利用は 1 人あたり月額 2 万 5,700 円まで不徴収となります。当該額を超えた費用は保護者負担となり

ます。） 

なお、施設等利用費の支給頻度は毎月で、支給日は当該月の末日払いとします。 

 

２ 施設等利用費の支給の流れについて 

 ① 毎月の請求書の提出期限 ：10 日 

 ②  支払日                  ：毎月末（月末が休日の場合は最終営業日） 

 

  

  

  

  

  

  

  

 ③ 請求書等の提出について 

  ・「施設等利用費請求書」（毎月必須） 

  ・施設等利用費請求金額内訳書【新１号認定こども】（毎月必須） 

  ・施設等利用費請求金額内訳書【新２号認定こども】（毎月必須） 

  ・施設等利用費請求金額内訳書【新３号認定こども】（毎月必須） 

  ・「前月途中入退園児分精算明細」（※前月に月途中入園等があった場合のみ作成） 

  ④ その他留意点 

  ・尼崎市で認定されている子どもに係る分のみご請求ください。 

   （尼崎市外居住の児童分は、別途、当該児童の居住地の市町村にご請求頂く必要があります。） 

  ・施設等利用費の支給に際して、債権者登録が必要となります。 

   ⇒ 「債権者登録届出書」を 7月 26日（金）までに尼崎市教育委員会幼稚園・高校企画推進担当

までご提出してください。 

  ・途中入退園があった場合は翌月の施設等利用費にて精算します。  

   （10 月に途中入退園があった場合は、11月の施設等利用費にて精算（追徴・還付）） 

 

以 上 



未移行幼稚園用

【令和 　年 　　　月分】

 

令和 年 月 日

尼崎市長 あて

住所

法人名

施設名

代表者名  

債権者番号

請求金額 円

内訳は別紙のとおり

 に代わり、施設等利用費を次のとおり請求します。

施設等利用費請求書

279,900

子ども・子育て支援法第３０条の１１第３項の規定に基づき、尼崎市に居住している施設等利用給付認定保護者



No.　１

(1)集計

新１号

5

127,100

(2)内訳 （ｃとdの小さい方）

No こどもコード 園児名 生年月日 学年
（a）

入園料
（※1）

（b）
保育料
（※2）

（c=a+b）
利用料
合計

（d）
無償化
上限額

請求額
（※3）

備考

1 1234567 尼崎　太郎 2015/4/10 ３歳児 5,000 25,000 30,000 25,700 25,700

2 2345678 尼崎　次郎 2016/3/28 ３歳児 5,000 25,000 30,000 25,700 25,700

3 3456789 尼崎　三郎 2014/4/2 ４歳児 0 25,000 25,000 25,700 25,000

4 4567891 尼崎　四郎 2016/10/1 満3歳児 10,000 25,000 35,000 25,700 25,700

5 5678912 尼崎　五郎 2013/7/7 ５歳児 0 25,000 25,000 25,700 25,000

6 0

7 0

8 0

9 0

10 0

11 0

12 0

13 0

14 0

15 0

16 0

17 0

18 0

19 0

20 0

127,100

※園児数は、他市在住者（尼崎市の１号支給認定者以外の者）を除く。
※1 入園料は、入園日が今年度でない場合であっても、今年度分の入園料が発生している場合は、記入してください。
　　  入園料は、12月で除した金額を記入してください。
　　　（入園料60,000円で4月入園の場合は、60,000円/12月=5,000円）（10円未満の端数は切り捨て）
　　　ただし、途中入退園の場合は、12ではなく当該年度の在籍月数で除してください。
　　　（入園料60,000円で6月入園の場合、　60,000円/10月=6,000円）（10円未満の端数は切り捨て）
※2 保育料の設定が月単位を超える（四半期、前期・後期など）場合は、当該利用料を当該期間の月数で除して、利用料の月
額相当分を
　　　算定してください。
　　　（四半期の保育料を100,000円で設定している場合は、100,000円/4月=25,000円）（10円未満の端数は切り捨て）

　　　　　施設等利用費請求金額内訳書　【新１号認定こども】

認定者数（人）

請求額合計(円）

認定区分

※施設等利用費請求金額の内訳うち、新１号認定子ども全員について記入

小計



No.　１

(1)集計

新２号

4

101,400

(2)内訳 （ｃとdの小さい方）

No こどもコード 園児名 生年月日 学年
（a）

入園料
（※1）

（b）
保育料
（※2）

（c=a+b）
利用料
合計

（d）
無償化
上限額

請求額
（※3）

備考

1 6789123 立花　太郎 2015/4/22 ３歳児 5,000 25,000 30,000 25,700 25,700

2 7891234 立花　次郎 2016/2/25 ３歳児 5,000 25,000 30,000 25,700 25,700

3 8912345 立花　三郎 2014/5/7 ４歳児 0 25,000 25,000 25,700 25,000

4 9123456 立花　四郎 2013/10/1 ５歳児 0 25,000 25,000 25,700 25,000

5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

10 0

11 0

12 0

13 0

14 0

15 0

16 0

17 0

18 0

19 0

20 0

101,400小計

※園児数は、他市在住者（尼崎市の１号支給認定者以外の者）を除く。
※1 入園料は、入園日が今年度でない場合であっても、今年度分の入園料が発生している場合は、記入してください。
　　  入園料は、12月で除した金額を記入してください。
　　　（入園料60,000円で4月入園の場合は、60,000円/12月=5,000円）（10円未満の端数は切り捨て）
　　　ただし、途中入退園の場合は、12ではなく当該年度の在籍月数で除してください。
　　　（入園料60,000円で6月入園の場合、　60,000円/10月=6,000円）（10円未満の端数は切り捨て）
※2 保育料の設定が月単位を超える（四半期、前期・後期など）場合は、当該利用料を当該期間の月数で除して、利用料の月
額相当分を
　　　算定してください。
　　　（四半期の保育料を100,000円で設定している場合は、100,000円/4月=25,000円）（10円未満の端数は切り捨て）

　　　　　施設等利用費請求金額内訳書　【新２号認定こども】

※施設等利用費請求金額の内訳うち、新２号認定子ども全員について記入

認定区分

認定者数（人）

請求額合計(円）



No.　１

(1)集計

新３号

2

51,400

(2)内訳 （ｃとdの小さい方）

No こどもコード 園児名 生年月日 学年
（a）

入園料
（※1）

（b）
保育料
（※2）

（c=a+b）
利用料
合計

（d）
無償化
上限額

請求額
（※3）

備考

1 6789123 立花　太郎 2016/9/2 満3歳児 10,000 25,000 35,000 25,700 25,700

2 7891234 立花　次郎 2016/8/2 満3歳児 8,570 25,000 33,570 25,700 25,700

3 0

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

10 0

11 0

12 0

13 0

14 0

15 0

16 0

17 0

18 0

19 0

20 0

51,400小計

※園児数は、他市在住者（尼崎市の１号支給認定者以外の者）を除く。
※1 入園料は、入園日が今年度でない場合であっても、今年度分の入園料が発生している場合は、記入してください。
　　  入園料は、12月で除した金額を記入してください。
　　　（入園料60,000円で4月入園の場合は、60,000円/12月=5,000円）（10円未満の端数は切り捨て）
　　　ただし、途中入退園の場合は、12ではなく当該年度の在籍月数で除してください。
　　　（入園料60,000円で6月入園の場合、　60,000円/10月=6,000円）（10円未満の端数は切り捨て）
※2 保育料の設定が月単位を超える（四半期、前期・後期など）場合は、当該利用料を当該期間の月数で除して、利用料の月
額相当分を
　　　算定してください。
　　　（四半期の保育料を100,000円で設定している場合は、100,000円/4月=25,000円）（10円未満の端数は切り捨て）

　　　　　施設等利用費請求金額内訳書　【新３号認定こども】

※施設等利用費請求金額の内訳うち、新３号認定子ども全員について記入

認定区分

認定者数（人）

請求額合計(円）



幼児教育・保育の無償化に関する
都道府県等説明会（R1.5.30）資料（抄）

（施設等利用費の支払い関係）
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入力
区分

会社印

住所等

口座振替先

 濁点・半濁点は一字と

 して記入してください。

※ 本市あての請求に使用する印鑑を押印し、会計管理室に送付、又は直接お持ちください。

尼崎市長あて

債 権 者 番 号  入力区分
　１ 新規
　２ 変更
　３ 廃止

法人名
屋号
又は

個人名
漢字

口座名義
（カタカナ）

預金種別

口座振替
金融機関

コード
受領方法

金融機関名
（漢字）

－

電話番号

ＦＡＸ番号

郵便番号

 １．普通 　２．当座 　４．貯蓄　 ９．その他

次長 係長 係

＊太枠のところのみご記入ください。
＊変更の場合は、変更箇所以外もすべてご記入ください。

支店
コード

印鑑について
は本市あての
請求に使用す
るものを押印
してください。

個人印
または代表者印

支店名
（漢字）

口座番号
（7桁右詰め）

担当課 (市処理欄）

債 権 者 登 録 （新規 ・ 変更 ・ 廃止） 届 出 書

年 月 日

ビル・マンション
等の名称（漢字）

住　所
（漢字）

代表者職・氏名
（漢字）

次のとおり届出します。

フリガナ



＜
記

入
例

＞

＜
債

権
者

番
号

・入
力

区
分

等
に

つ
い

て
＞

1
．

変
更

・
廃

止
の

場
合

は
、

債
権

者
番

号
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
　

わ
か

ら
な

い
場

合
は

、
空

白
で

も
か

ま
い

ま
せ

ん
。

2
．

入
力

区
分

は
、

該
当

す
る

番
号

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。
3
．

届
出

日
の

日
付

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。

＜
法

人
名

・
個

人
名

等
に

つ
い

て
＞

1
．

左
詰

め
で

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
2
．

法
人

の
場

合
は

、
法

人
の

名
称

と
株

式
会

社
等

の
法

人
格

を
表

す
字

句
と

の
間

を
、

個
人

の
場

合
は

、
氏

と
氏

　
と

の
間

を
1字

空
白

に
し

て
く
だ

さ
い

。
3
．

支
店

又
は

営
業

所
で

契
約

す
る

場
合

は
、

必
ず

支
店

又
は

営
業

所
で

登
録

し
て

く
だ

さ
い

。
4
．

会
社

印
は

、
法

人
で

あ
る

こ
と

を
表

示
し

て
い

る
角

印
を

押
印

し
て

く
だ

さ
い

。
5
．

法
人

の
角

印
が

な
い

場
合

は
『な

し
』と

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
6
．

個
人

印
又

は
代

表
者

印
は

、
個

人
の

場
合

は
個

人
印

を
、

法
人

の
場

合
は

代
表

者
印

を
押

印
し

て
く
だ

さ
い

。
7
．

法
人

で
支

店
名

を
記

入
し

た
場

合
は

、
支

店
の

代
表

者
印

を
押

印
し

て
く
だ

さ
い

。

＜
住

所
等

に
つ

い
て

＞
1
．

法
人

の
支

店
又

は
営

業
所

を
記

入
し

た
場

合
は

、
そ

の
住

所
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
2
．

個
人

の
場

合
は

、
個

人
の

住
所

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。
3
．

郵
便

番
号

も
忘

れ
ず

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
4
．

電
話

番
号

及
び

Ｆ
Ａ

Ｘ
番

号
は

市
外

局
番

か
ら

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
5
．

法
人

の
支

店
又

は
営

業
所

を
記

入
さ

れ
た

場
合

は
、

そ
の

電
話

番
号

及
び

Ｆ
Ａ

Ｘ
番

号
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

＜
口

座
振

替
先

に
つ

い
て

＞
1
．

金
融

機
関

の
名

称
は

省
略

し
な

い
で

く
だ

さ
い

。

○
2
．

預
金

種
別

は
該

当
す

る
番

号
に

印
を

つ
け

て
く
だ

さ
い

。
3
．

口
座

番
号

も
忘

れ
ず

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
（7

桁
以

内
で

右
詰

で
記

入
）

4
．

口
座

名
義

は
、

法
人

又
は

個
人

と
同

一
名

義
の

口
座

に
し

て
く
だ

さ
い

。
5
．

カ
タ

カ
ナ

の
濁

点
、

半
濁

点
は

1字
と

し
て

左
詰

に
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。
6
．

口
座

名
義

を
記

入
す

る
に

あ
た

っ
て

は
、

下
記

の
略

語
を

使
用

し
て

く
だ

さ
い

。
　

（
例

）

⇒
　

　
尼

崎
産

業
　

株
式

会
社

　
　

ア
マ

ガ
サ

キ
サ

ン
ギ

ヨ
ウ

（カ

⇒
　

　
株

式
会

社
　

尼
崎

工
業

　
　

カ
）ア

マ
ガ

サ
キ

コ
ウ

ギ
ヨ

ウ

⇒
　

　
株

式
会

社
　

尼
崎

工
業

　
立

花
営

業
所

　
　

　
カ

）
ア

マ
ガ

サ
キ

コ
ウ

ギ
ヨ

ウ
　

タ
チ

バ
ナ

（エ
イ

○
7
．

受
領

方
法

は
該

当
す

る
番

号
に

印
を

つ
け

て
く
だ

さ
い

。

入
力

区
分

0
0

0
0

0
0

×
×

×
×

2

ア
マ

ガ
サ

キ
サ

ン
ギ

ヨ
ウ

（
カ

）
　

ア
マ

ガ
サ

キ
シ

テ
ン

尼
崎

産
業

株
式

会
社

尼
崎

　支
店

代
表

取
締

役
尼

崎
　

一
朗

会
社

印

住
所

等

尼
崎

市
東

七
松

町
1

丁
目

2
3

番
1

号

尼
崎

ロ
イ

ヤ
ル

マ
ン

シ
ョ

ン
1

階

○
○

○
○

0
6

－
6

4
8

9
－

△
△

△
△

0
6

－
6

4
8

9
－

口
座

振
替

先

1
2

3
4

1
2

3

○
○

○
○

銀
行

尼
崎

支
店

0
1

2
3

4
5

6

ア
マ

カ
〝

サ
キ

サ
ン

キ
〝

ヨ
ウ

（
カ

）
ア

マ
カ

〝
サ

キ
シ

テ
ン

 濁
点

・
半

濁
点

は
一

字
と

 し
て

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

※
本

市
あ

て
の

請
求

に
使

用
す

る
印

鑑
を

押
印

し
、

会
計

管
理

室
に

送
付

、
又

は
直

接
お

持
ち

く
だ

さ
い

。

＊
太

枠
の

と
こ

ろ
の

み
ご

記
入

く
だ

さ
い

。
＊

変
更

の
場

合
は

、
変

更
箇

所
以

外
も

す
べ

て
ご

記
入

く
だ

さ
い

。

支
店

名
（
漢

字
）

次
長

尼
崎

市
長

あ
て

債
権

者
番

号
 入

力
区

分
　

１
 新

規
　

２
 変

更
　

３
 廃

止

口
座

番
号

（
右

詰
め

）

担
当

課

係
係

長

受
領

方
法

金
融

機
関

名
（
漢

字
）

 １
．

普
通

 　
２

．
当

座
 　

４
．

貯
蓄

　
 ９

．
そ

の
他

口
座

名
義

（
カ

タ
カ

ナ
）

預
金

種
別

１
．

窓
口

受
領

２
．

口
座

振
替

金
融

機
関

コ
ー

ド

1
6

0
0

0

Ｆ
Ａ

Ｘ
番

号

郵
便

番
号

6

漢
字

フ
リ

ガ
ナ

法
人

名
屋

号
又

は
個

人
名

－

電
話

番
号

支
店

コ
ー

ド

平
成

年
月

日

0

債
権

者
登

録
（

新
規

・
変

更
・

廃
止

）
届

出
書

ビ
ル

・
マ

ン
シ

ョ
ン

等
の

名
称

（
漢

字
）

住
　

所
（
漢

字
）

印
鑑

に
つ

い
て

は
本

市
あ

て
の

請
求

に
使

用
す

る
も

の
を

押
印

し
て

く
だ

さ
い

。

個
人

印
ま

た
は

代
表

者
印

代
表

者
職

・
氏

名
（
漢

字
）

次
の

と
お

り
届

出
し

ま
す

。


